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日置市の財政状況をお知らせします決算
報告 　一般会計の歳入では、決算額が２８０億４,４８８万３千円となりました。これは前年度と比較して４億９,９１４万３千円の増加となります。

　次に、一般会計の歳出では、２７０億５,２３８万７千円の決算額となりました。これは前年度と比較して、３億９,５１４万円の増加となっています。
　歳入歳出の差引額は９億９,２４９万６千円で、このうち翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は７億５,７５６万４千円となり、平成 30 年度決算額は黒字となりました。

平成 30年度

　歳出の決算額は、270億5,238万７千円で、前年度と比較
して、３億9,514万円（1.5％）の増加となりました。
　その中で、目的別では、下のグラフのとおり、民生費が全
体の28.2％で、歳出の中で最も大きい割合を占めています。
民生費は、児童、高齢者および障がい者などの福祉に関する
支出で、子どもから高齢者まで安心して暮らせるまちづくり
の施策などに使われています。次に、地域づくりや交通政策、
移住定住の促進などに支出した総務費が全体の16.5％を占
め、次に、健康増進事業や母子保健事業のほか、ごみやし尿
処理などに支出した衛生費が全体の12.4％を占めています。

構成比

2 億 1,116 万 1 千円 0.8%

44 億 7,124 万 8 千円 16.5%

76 億 4,137 万 8 千円 28.2%

33 億 4,857 万 8 千円 12.4%

1,305 万 0 千円 0.0%

15 億 1,853 万 6 千円 5.6%

2 億 393 万 3 千円 0.8%

24 億 2,228 万 0 千円 9.0%

9 億 9,454 万 4 千円 3.7%

30 億 1,818 万 4 千円 11.2%

1 億 8,081 万 7 千円 0.7%

30 億 2,867 万 8 千円 11.2%

270 億 5,238 万 7 千円 100.0%

土木費

区     分 平成30年度決算額

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

※構成比は、それぞれ小数点第２位を四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

消防費

災害復旧費

公債費

合計

教育費

●積立基金の現在高
　積立基金の現在高は、平成30年度末で83億
8,872万３千円となり、前年度と比較して、
3,191万８千円減少しました。このうち、財政
調整基金は、前年度と比較して、5,124万６千
円増加の40億3,395万円、減債基金について
は、487万８千円増加の３億1,433万６千円、
施設整備基金については、２億6,439万９千円
減少の20億2,308万３千円となりました。

構成比

市税 47億 72 万 3 千円 16.8%

分担金・負担金 2億 2,079 万 7 千円 0.8%

使用料・手数料 4億 3,607 万 1 千円 1.5%

寄附金 7億 3,663 万 0 千円 2.6%

繰入金 13億 6,255 万 1 千円 4.9%

繰越金 5億 2,549 万 3 千円 1.9%

諸収入など 2億 9,063 万 8 千円 1.0%

小   計 82億 7,290 万 3 千円 29.5%

地方交付税 86億 4,112 万 9 千円 30.8%

国庫支出金 41億 4,026 万 4 千円 14.8%

県支出金 22億 4,127 万 0 千円 8.0%

市債 34億 4,580 万 0 千円 12.3%

その他 13億 351 万 7 千円 4.6%

小   計 197億 7,198 万 0 千円 70.5%

280億 4,488 万 3 千円 100.0%合   計

区     分 平成30年度決算額

自
主
財
源

依
存
財
源

※構成比は、それぞれ小数点第２位を四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

　歳入の決算額は、280億4,488万３千円で、前年度と比較し
て４億9,914万３千円（1.8％）の増加となりました。
　自主財源では、個人市民税や軽自動車税などの増による市
税の増加や、ふるさと納税などに係る寄附金の増加、まちづ
くり応援基金などに係る繰入金が増加したことなどから、対
前年度１億6,468万１千円（2.0％）増加の82億7,290万３千
円となり、構成比では0.1ポイントの増加となりました。
　依存財源では、地方交付税や国庫支出金、県支出金が減少
した一方で、市債が増加したことなどから、対前年度３億
3,446万２千円（1.7％）増加の197億7,198万円となりまし
た。

歳　　　出 歳　　　入

●用語解説●
○自主財源
市税　市民税や固定資産税など市に納められた税金
分担金・負担金　保育所の保育料や公共事業によって利

益を受ける方などから納められたお金
使用料・手数料　公営住宅の家賃や住民票などの発行の

ために納められたお金
寄附金　市への支援などのためにいただいたお金（寄附）
繰入金　基金や特別会計などから繰り入れられたお金
繰越金　前年度から繰り越されたお金
諸収入など　預金利子や公有財産の売り払いなどによっ

て納められたお金
○依存財源
地方交付税　地方公共団体が一定の行政サービスを提供

することができるよう一定の基準により国
から交付されたお金

国庫支出金　市が行う特定の事業に対して、国から交付
されたお金

県支出金　市が行う特定の事業に対して、県から交付さ
れたお金

市債　市が行う公共事業などの財源として、国などから
借り入れたお金

●用語解説●
民生費　高齢者福祉や障がい者福祉、保育費などに使われたお金
総務費　地域づくりや交通政策、移住定住の促進などに使われたお金
衛生費　健康増進事業や母子保健事業、ごみ、し尿処理などに使わ

れたお金
公債費　公共事業を実施するために国や銀行などから借り入れたお

金の返済に使われたお金
教育費　公立学校や教育・体育施設などの施設整備や維持管理、生

涯学習の推進などに使われたお金
土木費　土地区画整理事業や道路、公営住宅の建設・維持管理など

に使われたお金
農林水産業費　農業や林業、水産業、畜産業などの振興に使われたお金
消防費　消防署や消防団の運営など消防活動や救急活動に使われた

お金
商工費　商工業や観光の振興、観光施設の維持管理などに使われた

お金
議会費など　議会の運営や災害復旧費、労働費などに使われたお金

区分 人口１人当たり 区分 人口１人当たり
民生費 156,872円 農林水産業費 31,174円
総務費 91,791円 消防費 20,417円
衛生費 68,744円 商工費その他 4,455円
公債費 62,176円 議会費 4,335円
教育費 61,961円 災害復旧費 3,712円
土木費 49,728円 合計 555,365円

※　平成31年１月１日現在の人口（48,711人）で市民１人当たりに換算しています。

一般会計の歳出決算額270億5,238万７千円の使い道を
市民１人当たりに換算してみると約55万５千円
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決算報告～日置市の財政状況をお知らせします～
市債残高（普通会計）

　市債（借金）残高については、前年度と比較し普通
建設事業費が増加したことなどから、平成30年度末
で、前年度と比較して、６億7,582万２千円増加の
306億3,556万３千円となりました。
　今後、市債の発行については、財政計画に基づき
必要最小限にとどめ、計画的な市債管理に努める必
要があります。

歳出 (性質別）
　歳出の性質別では、義務的経費が全体の48.7％を占めていま
す。前年度と比較して、人件費については、職員数の減などにより職
員給や退職手当組合負担金などが減少した一方で、扶助費につい
ては、少子高齢化の進展などに伴い増加し、公債費についても合併
特例債などに係る元利償還金が増加したことから、対前年度比、
2,013万９千円（0.2％）増加の131億6,503万２千円となりました。
　投資的経費については、全体の19.6％を占めています。平成30
年度は公営住宅建設事業などの国庫補助による普通建設事業費、
災害復旧事業費が減少した一方で、吹上浜公園体育館の空調設備
設置や吹上浜公園サッカー場整備事業などの市単独による普通建
設事業費が増加したことから、対前年度比、9,511万５千円（1.8％）
増加の53億1,131万７千円となりました。
　その他の経費については、介護保険などの他会計への繰出金が
減少した一方で、ふるさと納税によるまちづくり応援基金などの積
立金、ふるさと納税推進事業に係る委託料などの物件費および報
償費などの補助費等が増加したことなどから、対前年度比、２億7,988万６千円（3.4％）増加の85億7,603万８千円となりまし
た。

経常収支比率
　財政構造の弾力性を判断する指標であり、人件費、扶
助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に
充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税のよう
に毎年度経常的に収入される一般財源等の額に占める割
合です。比率が高いほど経常的な経費が財政を圧迫して
財政構造の弾力性が低いことになります。
　平成30年度は、前年度と比較して0.3ポイント上昇
し、89.6％となりました。

実質公債費比率
　地方債の返済およびこれに準ずる額の財政負担の度合
いを判断する指標であり、地方税、普通交付税のように
毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費と公債費
に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額に充当され
たものの占める割合の３カ年度の平均値です。比率が
18.0以上の団体は、地方債発行に際し、総務大臣などの
許可が必要となります。
　平成30年度は、前年度と比較して0.2ポイント減少
し、5.5％となりました。

会     計
国民健康保険特別会計 63 億 487 万 3 千円 61 億 4,066万 6 千円 1 億 6,420万 7 千円
公共下水道事業特別会計 5 億 5,031万 8 千円 5 億 3,155万 6 千円 1,876万 2 千円
農業集落排水事業特別会計 3,651万 8 千円 3,558万 4 千円 93 万 4 千円
国民宿舎事業特別会計 1 億 9,207万 2 千円 1 億 9,205万 2 千円 2 万 0 千円
健康交流館事業特別会計 1 億 2,901万 0 千円 1 億 2,896万 3 千円 4 万 7 千円
温泉給湯事業特別会計 619 万 5 千円 532 万 8 千円 86 万 7 千円
介護保険特別会計 57 億 1,073万 8 千円 55 億 392 万 7 千円 2 億 681 万 1 千円
後期高齢者医療特別会計 6 億 7,193万 2 千円 6 億 7,055万 6 千円 137 万 6 千円

歳入決算額 歳出決算額 差引額
平成 30年度特別会計決算状況

収益的収支 8 億 5,852万 0 千円 7 億 7,030万 3 千円 8,821万 7 千円
資本的収支 1 億 5,533万 1 千円 5 億 1,049万 8 千円 △３ 億 5,516万 7 千円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額３億5,516万７千円は、消費税および地方消費税資本的収支調整
額516万７千円、過年度分損益勘定留保資金３億５千万円で補填しました。

水道事業会計

会     計 収入決算額 支出決算額 差引額
平成 30年度公営企業会計決算状況

平成 30年度決算に基づく財政健全化判断比率および資金不足比率

　財政健全化判断比率の状況については、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成19年
度決算から公表しています。健全化判断比率のいずれか一つでも早期健全化基準を上回った場合、自主的な改
善努力による財政健全化が求められ、財政健全化計画の策定と外部監査の実施が義務づけられています。
　平成30年度の決算に基づいて算定された日置市の健全化判断比率および資金不足比率のうち、実質公債費比
率は前年度と比較して0.2ポイント減少し5.5％、将来負担比率については、0.5ポイント増加し18.2％となり
ました。
　健全化判断比率について、いずれも国の定める基準を超える数値はありませんが、引き続き、健全な財政運
営に努める必要があります。

項目 平成30年度 平成29年度 財政再生
基準

実質赤字比率 - - 20.0

連結実質赤字比率 - - 30.0

実質公債費比率 5.5 5.7 35.0

将来負担比率 18.2 17.7 -

注　赤字が生じない場合は「－」で表示しています。

早期健全化
基準

12.83

17.83

25.0

350.0

健全化判断比率

資金不足はない。

経営健全化基準

20％

資金不足比率特別会計名称
公共下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
国民宿舎事業特別会計
健康交流館事業特別会計
温泉給湯事業特別会計
水道事業会計

用語説明
一般会計などの赤字の程度を指標化したもので、日置市は一般会計における実質収支は黒字であり、実質赤字
比率はありません。
全ての会計の赤字や黒字を合算し指標化したもので、日置市は全ての会計において実質収支は黒字であり、連
結実質赤字比率はありません。
公債費およびこれに準ずる額の大きさを指標化したもので、資金繰りの危険度を示します。
市債（借入金）等の将来支払っていく可能性のある負担額の大きさを指標化したもので、比率が高いほど将来
の負担が大きいことになります。
公営企業の資金不足（赤字）を指標化したもので、日置市は全ての公営企業において資金不足はありません。

実 質 赤 字 比 率 …

連結実質赤字比率…

実質公債費比率…
将 来 負 担 比 率 …

資 金 不 足 比 率 …

資金不足比率

29,282

29,733
30,016 29,960

30,636

3,469
3,228

3,059 2,983

2,9903,067

3,337

3,050
2,674

3,446

2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000
5,500
6,000
6,500
7,000

28,000

28,500

29,000

29,500

30,000

30,500

31,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

公債費の推移（普通会計）
市債残高 元利償還金 発行額

(単位:百万円)

9.7
7.9

6.4 5.7 5.5
8.0 7.4

6.9
6.4

6.1

8.4 7.8
7.3 7.0

6.8

4
6
8

10
12
14

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

実質公債費比率の状況
日置市 全国平均 県平均

90.2

87.8

90.2

89.3
89.6

91.3
90.0

92.5 92.8 93.0

90.8

88.8
90.0

90.9
91.7

82
84
86
88
90
92
94

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

経常収支比率の推移
日置市 全国平均 県平均

義務的経費(48.7%)
13,165

投資的経費(19.6%)
5,311

その他の経費
(31.7%)
8,576

人件費(15.3%)
4,126

扶助費(22.4%)
6,049

公債費(11.0%)
2,990

普通建設事業費
(18.9%)
5,130

災害復旧費(0.7%)
181

物件費(10.1%)
2,734

維持補修費(0.5%)
146

補助費等(7.4%)
1,998

積立金(3.5%)
937

繰出金など(10.2%)
2,761

歳出性質別グラフ

270億
5,238万
7 千円

(単位:百万円)
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